
民間資金等活用事業推進委員会第２３回総合部会（概要） 

 

 

日 時：平成２０年２月５日（火）１６：００～１７：５１ 

会 場：中央合同庁舎第４号館共用第２特別会議室 

出席者：山内部会長、髙橋委員、野田委員、宮本委員、 

伊藤（宏）専門委員、伊藤（源）専門委員、伊藤（陽）専門委員、 

中島専門委員、松本専門委員、美原専門委員、野城専門委員 

事務局：赤井民間資金等活用事業推進室長、町田参事官、後藤補佐 

 

議事概要： 

（１）部会長の指名 

○ 山内部会長が、部会長代理として前田委員を指名。 

 

（２）「ＰＦＩ推進委員会報告－真の意味の官民のパートナーシップ（官民連携）実現に向

けて－」等について 

○ 事務局から、資料２に基づき、ＰＦＩの現況について説明を行った。続いて、資料

３、４に基づき、前回の第 15 回ＰＦＩ推進委員会で取りまとめられた「ＰＦＩ推進委

員会報告―真の意味の官民のパートナーシップ（官民連携）実現に向けて―」の説明

を行った。最後に、資料５に基いて平成 20 年 1 月 11 日に公表された総務省による「Ｐ

ＦＩ事業に関する政策評価書」についての説明を行った。 

 

（３）今後の審議の進め方について 

○ 事務局より、資料６「ＰＦＩ推進委員会総合部会における今後の審議の進め方につ

いて（案）」に基づきの説明がなされた。主な概要は以下のとおり。 

 ・１月 23 日に行われたＰＦＩ推進委員会において、今後「ＰＦＩ推進委員会報告－真

の意味の官民のパートナーシップ（官民連携）実現に向けて－」で示された速やかに

対応するべき課題について、総務省の政策評価結果も踏まえ、総合部会において検討

を開始し、今後半年程度を目途に、部会から本委員会に検討成果を報告し、委員会が

取りまとめるというスケジュールになった。 

・具体的な検討課題とは、ＰＦＩ推進委員会報告（平成 19 年 11 月 15 日）に示された

課題のうち、重点的に検討し速やかに措置を講ずべき課題とされた４つの課題及び総

務省の政策評価結果で示された事項のうち、ガイドラインの改定等、ＰＦＩ推進委員

会で検討するべき事項。 

 ・これらの検討課題について山内部会長を座長とする「重点課題検討ワーキンググル

ープ」（仮称）を設置し、３～５月に３、４回程度審議する。６月に総合部会でとりま

とめを行い、７月に委員会に報告する。 

 

委員からの主要な意見の概要は以下の通り。 

    

・ガイドラインの改定、特に標準契約書の作成は１年程度かけて、もっと慎重に検討

するべき。 

また、ＷＧ（ワーキンググループ）は１つでよいのか。例えば、リスク分担、リス

クマネジメントは、標準契約書モデルの検討とパッケージにして議論を行うべき。必

要なら複数のＷＧを作るのが好ましい。 



・総務省の勧告内容について、半年ですべて実現するのは現実には不可能。検討して

いるという回答を出すのが現実的。 

・半年にとらわれず、委員の任期である２年という期間をふまえてどこまでやるのか

考え、その中で半年でどこまでやるかを考えるべき。半年後の７月にアウトプットを

委員会に報告する一方、積み残しの課題については、引き続き検討していく。 

・委員会形式のＷＧで議論し、意味のあるガイドラインを一から作成するのには限界

がある。事務局でそれぞれの課題の分野で知見のある方を集めて原案を作り、総合部

会、ＷＧでは高い見地からレビューすればよい。 

・原案を作る際には、委員、専門委員を含め、複数の弁護士、民間事業者、公的部門

の方々に指示を仰ぐべき。 

・ＷＧを分ける場合、プロセスと契約、あとＶＦＭとリスクといったあたりで、２年

間で３つか４つくらいまでが限度であろう。 

・２年で４つのＷＧを動かすとして、プライオリティーをつけるとすれば、例えば６

月までは「プロセス」「ＶＦＭ」の２つのＷＧをやっていく。半年で計５回程度の開催

というのが一案。 

・要求水準書作成指針、標準契約については「プロセス」ＷＧで検討する。まずは「プ

ロセス」ＷＧを行い、ある程度目処が見えてから「ＶＦＭ」ＷＧを進める。 

・２年後にまとめて結論を出すのではなく、例えば骨子だけでも完成したものから適

宜公表すべき。また２年の枠の中でもできるだけ前倒しで検討すべき。特に地球温暖

化については洞爺湖サミットで注目を浴びているうちに検討するべき。 

 

部会長より確認し、まずプロセスのＷＧにおける検討を行い、続いてＶＦＭのＷＧ

の検討を行うという進め方について了承された。 

 

○ 事務局から、参考資料７「地方公共団体がＰＦＩ事業を実施する際の国の補助金等

の適用状況について」に基づき、補助金、税制等のイコールフッティングの実態を把

握するために関係各省に対して行うアンケートの素案について説明を行った。 

今後、委員の意見を踏まえて調整することとなった。 

 

以上 

 

[問合せ先] 

内閣府 民間資金等活用事業推進室 

TEL. 03-3581-9680,9681 


